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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項  

 

１．商号 

岩井コスモ証券株式会社 

 

２．登録年月日及び登録番号 

2007年 9月 30日 （近畿財務局長（ 金商 ）第 15号） 

 

３．会社の沿革及び経営の組織 

(1)会社の沿革 

当社は、1873年初代野村徳七が両替商｢野村徳七商店｣を開業したことに始まります。その後、1904

年二代目野村徳七（野村信之助）がこれを継承して看板を有価証券現物問屋に改め、1917 年 12 月

18日に株式会社に改組し､｢株式会社野村商店｣を設立いたしました。1930年の金融恐慌を経て、同

年 10月野村家と資本的連繋を絶ち、当時の役員、従業員が株式の全部を保有して新発足し現在に至

っております。その後の沿革の概要は次のとおりです。 

 

年  月 沿 革 

1917年 12月 株式会社野村商店設立（資本金:500 万円、代表者:野村實三郎、本店:大阪市東区本町 2 丁目 40

番地） 

1923年 7月 商号を株式会社大阪屋商店に変更 

1943年 3月 商号を大阪屋證券株式会社に変更 

1948年 11月 証券取引法に基づく証券業者として登録 

1949年 4月 大阪証券取引所の正会員となる 

1953年 7月 東京証券取引所の正会員となる 

1958年 8月 名古屋証券取引所の正会員となる 

1960年 3月 福岡証券取引所の正会員となる 

1968年 4月 証券取引法の改正に伴い総合証券業務の免許を取得するとともに、兼業業務につき承認を受ける 

1979年 5月 当社株式を東京証券取引所、大阪証券取引所各市場第二部に上場 

1981年 3月 当社株式を東京証券取引所、大阪証券取引所各市場第一部に上場 

1983年 6月 公共債担保貸付業務（現有価証券担保貸付業務）の兼業承認を受ける 

1984年 3月 譲渡性預金証書及びコマーシャル・ペーパーで外国において発行されたものの売買、売買の媒介、

取次ぎ及び代理業務の兼業承認を受ける 

1985年 5月 譲渡性預金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理業務の兼業承認を受ける 

1986年 2月 商号をコスモ証券株式会社に変更 

1987年 12月 コスモカルチャー株式会社を設立（1999 年 1 月コスモエンタープライズ株式会社、2010 年 7 月

岩井コスモビジネスサービス株式会社に商号変更） 

1988年 10月 抵当証券の販売の媒介及び保管業務の兼業承認を受ける 

1989年 6月 金融先物取引、取引の媒介、取次ぎ及び代理業務の兼業承認を受ける 

1990年 12月 当社株式を名古屋証券取引所市場第一部に上場 

1993年 9月 株式会社大和銀行に対し第三者割当増資を行い、同行の子会社となる 

1993年 10月 ＭＭＦ・中期国債ファンドのキャッシング業務の兼業承認を受ける 

1995年 9月 金銭の相互支払に関する取引業務の兼業承認を受ける 

1998年 1月 情報提供・コンサルタント業務の兼業承認を受ける 

1998年 12月 証券取引法の改正に伴い証券業の登録とともに、有価証券の元引受業務の認可を受ける 

2002年 10月 変額個人年金保険の取扱いを開始 

2004年 4月 株式会社りそな銀行の子会社から、株式会社ＣＳＫ（現ＳＣＳＫ株式会社）の関係会社となる 

2004年 9月 株式会社ＣＳＫの連結子会社となる 

2005年 9月 金融先物取引業法の改正に伴い、金融先物取引業の登録を受ける 

2005年 10月 顧客紹介業の許可を受ける 

2006年 1月 投資顧問業の登録を受ける 

2007年 6月 投資一任契約に係る業務の認可を受ける 

2007年 9月 金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録を受ける 

2008年 8月 株式会社ＣＳＫホールディングス（現ＳＣＳＫ株式会社）の完全子会社となる 

2008年 12月 当社を存続会社としてＣＳＫ－ＲＢ証券株式会社と合併する 

2010年 4月 岩井証券株式会社(現・岩井コスモホールディングス株式会社)の完全子会社となる 

2010年 4月 岩井証券設立準備株式会社設立 

2010年 7月 岩井証券設立準備株式会社が岩井証券株式会社から金融商品取引業等を承継し、商号を岩井証券

株式会社に変更 

2012年 5月 岩井証券株式会社と合併し、商号を岩井コスモ証券株式会社に変更 
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（2）経営の組織                              （2020 年 7 月 1 日現在） 
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内 部 検 査 課

お 客 様 相 談 課
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内 部 管 理 課

内 部 統 制 課

東 京 営 業 支 援 課

東 京 営 業 企 画 課

本 店 法 人 課

東 京 法 人 課

リ ス ク 管 理 課

売 買 審 査 課

ト レ ー デ ィ ン グ 課
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引 受 課
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４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権

に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（2020年 3月 31日現在） 

氏名又は名称 
保有株式数 

（千株） 
割合（％） 

岩井コスモホールディングス株式会社 40,000 100.00 

   

５．役員並びに執行役員の氏名及び役職名 

    （2020年 7月 1現在） 

役 職 名 氏   名 
代表権の 

有無 
常勤・非常勤の別 

代表取締役会長ＣＥＯ 沖 津  嘉 昭  有 常 勤 

代表取締役社長ＣＯＯ 笹 川  貴 生  有 常 勤 

専 務 取 締 役  松 浦  康 弘  ― 常 勤 

取 締 役 菅 野  欣 也  ― 常 勤 

取 締 役 井 上  利 裕  ― 常 勤 

取 締 役 馬 場  祐 一  ― 常 勤 

取 締 役 佐 々 木 茂 夫  ― 非常勤 

取 締 役 齊 藤  行 巨  ― 非常勤 

監 査 役 三 谷  善 啓  ― 常 勤 

監 査 役 森 本   宏  ― 非常勤 

監 査 役 木 田  洋 一  ― 非常勤 

以上 11名 

※1．取締役佐々木茂夫、齊藤行巨の両氏は、会社法第 2条第 15号に定める社外取締役であります。 

※2．監査役 森本宏、木田洋一の両氏は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役であります。 

 

役 職 名 氏   名 

執 行 役 員 鈴 木   淳 

執 行 役 員 齊 藤  克 磨 

以上 2名 

 

６．政令で定める使用人の氏名及び役職名 

（1）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名  

（2020年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名 

該当事項はありません。 

 

 

 

（3）投資助言・代理業に関し、金融商品取引法第 29条の 2第 1項第 6号の営業所又は事務所の業務を 

役 職 名 氏   名 

取 締 役 

コンプライアンス本部長 
井 上 利 裕 

内 部 管 理 部 長 辻 谷  正 

検 査 部 長 松 岡 高 子 

売 買 審 査 部 長 中 橋 京 子 
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統括する者の氏名 

該当事項はありません。 

 

７．業務の種別 

（1）金融商品取引業 

①金融商品取引法第 28条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務 

②金融商品取引法第 28条第 1項第 2号に掲げる行為に係る業務 

③金融商品取引法第 28条第 1項第 3号イに掲げる行為に係る業務 

④金融商品取引法第 28条第 1項第 3号ロに掲げる行為に係る業務 

⑤金融商品取引法第 28条第 1項第 3号ハに掲げる行為に係る業務 

⑥有価証券等管理業務 

⑦第二種金融商品取引業 

 

（2）金融商品取引業に付随する業務 （金融商品取引法第 35条第 1項） 

①有価証券の貸借業務並びにその媒介及び代理業務 

②信用取引に付随する金銭の貸付業務  

③保護預り有価証券担保貸付業務  

④有価証券に関する顧客の代理業務  

⑤受益証券にかかる収益金、償還金及び解約金の支払いにかかる代理業務  

⑥投資証券等にかかる金銭の分配、払戻金、残余財産の分配及び利息、償還金の支払いにかかる代理業

務 

⑦累積投資契約の締結業務   

⑧有価証券に関連する情報の提供及び助言業務  

⑨他の金融商品取引業者等の業務の代理  

⑩他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換、株式移転に関する相談及び仲介業務  

⑪他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

⑫通貨その他デリバティブ取引の関連資産の売買、その媒介、取次ぎ及び代理にかかる業務  

⑬譲渡性預金その他金銭債権の売買並びにその媒介、取次ぎ及び代理にかかる業務  
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８．本店その他の営業所の名称及び所在地 

（2020年 7月 1 日現在） 

名   称 所    在    地 

本 店 〒541-8521 大阪府大阪市中央区今橋 1-8-12 

東 京 本 部 〒103-8207 東京都中央区日本橋茅場町 1-7-3 

梅 田 支 店 〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田 2-4-13（阪神産経桜橋ビル 3階） 

高 槻 プ ラ ザ 〒569-0804 大坂府高槻市紺屋町 3‐1（グリーンプラザ高槻 3号館 2階） 

堺 支 店 〒590-0076 大阪府堺市堺区北瓦町 2-4-18（現代堺東駅前ビル 8階） 

岸 和 田 支 店 〒596-0054 大阪府岸和田市宮本町 27-1 

阿 倍 野 支 店 〒545-0052 大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋 1-3-21（岸本ビル 4階） 

く ず は 支 店 〒573-1106 大阪府枚方市町楠葉 1-6-6 

川 西 支 店 〒666-0033 兵庫県川西市栄町 10-5-102 

神 戸 支 店 〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町 1-3-11 

姫 路 プ ラ ザ 〒670-0924 兵庫県姫路市紺屋町 51（日姫興産ビル 6階） 

京 都 支 店 〒600-8006 京都府京都市下京区四条通高倉東入ル立売中之町 91 

奈 良 支 店 〒630-8214 奈良県奈良市東向北町 1-1 

高 田 支 店 〒635-0086 奈良県大和高田市南本町 11-11 

和 歌 山 支 店 〒640-8331 和歌山県和歌山市美園町 5-1-8（山榮ビル 6階） 

千 葉 プ ラ ザ 〒260-0028 千葉県千葉市中央区新町 1-17（ＪＰＲ千葉ビル 2 階） 

西 荻 窪 支 店 〒167-0042 東京都杉並区西荻北 2-2-5 

新 宿 支 店 〒160-0022 東京都新宿区新宿 3-2-1（京王新宿 321ビル 5階） 

横 浜 支 店 〒231-0005 神奈川県横浜市中区本町 4-40（横浜第一ビル 2階） 

名 古 屋 支 店 〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄 3-7-13（コスモ栄ビル 2階） 

福 井 支 店 〒910-0005 福井県福井市大手 2-4-24 

富 山 支 店 〒930-0004 富山県富山市桜橋通り 1-18 

福 山 支 店 〒720-0812 広島県福山市霞町 1-1-24 

広 島 プ ラ ザ 〒730-0051 広島県広島市中区大手 2-8-5（合人社広島大手町ビル 2 階） 

松 江 支 店 〒690-0887 島根県松江市殿町 111 

福 岡 支 店 〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神 2-14-2（福岡証券ビル 5 階） 

大 分 支 店 〒870-0029 大分県大分市高砂町 2-50（「ＯＡＳＩＳひろば 21」2階） 

以上 27店舗 
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９．他に行っている事業の種類 

(1)保険募集にかかる業務 

(2)お客様から要請を受け、提携先、取引先又は販売先などの紹介又は斡旋する業務 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

(1)第一種金融商品取引業 

金融商品取引法第 37条の 7第 1項第 1号ｲに規定する苦情処理措置及び紛争解決措置として、特定

非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター（以下「FINMAC」という。）との間で特定第一種

金融商品取引業務にかかる手続実施基本契約を締結する措置 

(2)第二種金融商品取引業 

金融商品取引法第 37 条の 7 第１項第 2 号ロに規定する苦情処理措置および紛争解決措置として、

一般社団法人金融先物取引業協会（ＦＩＮＭＡＣに業務委託）を利用する措置 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

(1)日本証券業協会 

(2)一般社団法人金融先物取引業協会 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

(1)株式会社東京証券取引所 

(2)株式会社名古屋証券取引所 

(3)株式会社大阪取引所 

(4)証券会員制法人福岡証券取引所 

(5)株式会社東京金融取引所 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

 

14．金融商品取引業等に関する内閣府令第 7条第 3号イ及び第 3号の 2から第 9号までに掲げる事項 

当社は、有価証券関連業を行っております。 

 

6



 

 

Ⅱ 業務の状況に関する事項 

 

１．当期の業務概要 

当事業年度（2019年 4月 1日～2020年 3月 31日）におけるわが国経済は、引き続き雇用・所得環

境に改善傾向が見られたものの、米中貿易摩擦の激化に加え、新型コロナウイルス感染症の流行によ

る経済活動の停滞などから、先行きが極めて不透明な状況となりました。また、米国を中心に回復傾

向にあった世界経済についても、感染症の流行拡大の影響により、景気の下押し圧力が急速に強まり

ました。 

こうした経済環境のもと、国内株式市場は、米中貿易摩擦への警戒感の強まりを背景に、期初より

膠着した相場展開となり、日経平均株価（終値）は、10 月前半まで概ね 20,000 円から 22,000 円の

ボックス圏で推移しました。その後、世界的な金融緩和の動きを好感して上昇基調を辿り、12月 13

日の日経平均株価（終値）は、およそ 1 年 2 ヶ月ぶりに 24,000 円を回復しました。しかし、1 月に

入ると、新型コロナウイルス感染症による世界経済への影響が懸念され、上値の重い状況が続きまし

た。さらに、2月後半には、世界規模の感染拡大から連鎖株安の様相を呈し、国内株式市場も全面安

の展開となり、3月 18日の日経平均株価（終値）は 17,000円を割り込みました。また、3月末の日

経平均株価（終値）は 18,917円 01銭となり、前期末（21,205円 81銭）を 10.8％下回る水準で取引

を終了しました。 

一方、米国株式市場は、米中の対立激化を背景に軟調なスタートとなりました。しかし、6月には、

パウエルＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）議長が政策金利引き下げの可能性を示唆したことなどを

好感して反発し、ダウ工業株 30 種平均（終値）は、7 月 3 日に 2018 年 10 月以来となる史上最高値

を更新（終値ベース：26,966ドル 00セント）しました。また、10月以降は、米中貿易協議の部分的

合意や 3 度連続の政策金利引き下げなどを好感して史上最高値を切り上げながら上伸し、2 月 12 日

には 29,551ドル 42セント（終値ベースの史上最高値）となりました。しかし、その後は、米国での

新型コロナウイルス感染症の流行拡大を受けて全面安商状となり、ダウ工業株 30種平均（終値）は、

前日比の変動幅が 2,000ドルを超える日が続出しました。このように、極めてボラティリティの高い

マーケット環境の中、3月 23日には、18,591ドル 93セント（終値ベースの期中安値）となり、最高

値から僅か１ヶ月あまりで 10,000ドルを超える下落となりました。また、3月末のダウ工業株 30種

平均（終値）は、21,917ドル 16セントとなり、前期末（25,928ドル 68セント）を 15.5％下回りま

した。 

  

（当社の業績） 

当社は、引き続き、世界を牽引する米国企業の株式の販売に注力しました。また、投資信託にお

いて、中長期に高成長が期待される 5Ｇや米国のテクノロジー企業を投資対象とするファンドの取

り扱いに加え、高齢化社会における個人の資産形成に向けて、安定した収益が期待できる債券型フ

ァンドの販売、及び残高の増加に努めました。加えて、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への貢献

として、グリーンボンド債や同目標に関連した投資信託の取り扱いを新たに開始するなど、お客様

と一体となったＳＤＧｓへの支援にも取り組みました。その他、タブレット端末等のＩＣＴ（情報

通信技術）を活用した働き方改革の推進を通じて、お客様サービスの向上とともに、テレワーク等

による業務の効率化を一層推進しました。その結果、業界の先鞭をつけるテレワークの積極的な取

り組みが認められ、2019年 11月に、総務省よりテレワークの導入・活用を進めている企業等を選

出する「テレワーク先駆者百選」に、2020年１月には、一般社団法人日本テレワーク協会主催の

「第 20回テレワーク推進賞」において「奨励賞」に、それぞれ証券会社として初めて選出されまし

た。 

このように、お客様ニーズや投資環境に応じた営業活動とともに、生産性の向上にも一層注力し

ましたが、米中貿易摩擦や英国のＥＵ離脱問題に加え、新型コロナウイルス感染症の流行拡大によ

って、投資家のリスク回避姿勢が強まったことなどから、当社の営業収益は 189億 35百万円（対前

期比 10.7％減少）、純営業収益は 185億 56百万円（同 11.3％減少）となりました。一方、販売費・

一般管理費は、賞与などの変動費項目の減少を主因として 146億 97百万円（同 4.2％減少）とな

り、経常利益は 40億 28百万円（同 29.5％減少）、当期純利益は 25億 40百万円（同 35.8％減少）

となりました。 

 

当事業年度の主な収益と費用の概況は、以下のとおりであります。 
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(1)受入手数料 

受入手数料は 98億 50百万円（対前期比 3.3％増加）となりました。内訳は以下のとおりでありま

す。 

   

委託手数料 

委託手数料は、国内株式を中心に 45億 81百万円（対前期比 6.4％減少）となりました。 

 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

株式の手数料は 43 百万円（対前期比 86.4％減少）となりました。一方、債券の手数料は 1 億

64百万円（同 112.4％増加）となり、引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料全

体では 2億 8百万円（同 47.4％減少）となりました。 

 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、投資信託の販売手数料を中心に

30億 39百万円（対前期比 42.5％増加）となりました。 

 

その他の受入手数料 

その他の受入手数料は、投資信託の信託報酬を中心に 20 億 21 百万円（対前期比 4.5％減少）

となりました。 

 

(2)トレーディング損益 

株券等トレーディング損益は、54億 40百万円の利益（対前期比 26.8％減少）となりました。 

一方、債券等トレーディング損益は、12億 75百万円の利益（同 15.8％減少）となり、合計のトレ

ーディング損益は 67億 54百万円の利益（同 24.2％減少）となりました。 

 

(3)金融収支 

金融収益は、信用取引収益を中心に 23億 15百万円（対前期比 15.5％減少）となりました。一方、

金融費用は３億 79百万円（同 33.0％増加）となり、差し引き金融収支は 19億 35百万円（同 21.1％

減少）となりました。 

 

(4)販売費・一般管理費 

販売費・一般管理費は、賞与や取引関係費等の変動費項目の減少を主因として、146 億 97 百万円

（対前期比 4.2％減少）となりました。 

 

(5)営業外損益 

営業外損益は、受取配当金を中心に 1 億 70 百万円の利益（対前期比 21.5％増加）となりました。 

    

(6)特別損益 

特別損益は、システムの移行に伴う費用の計上を主として、3億 88百万円の損失となりました（前

期は１百万円の利益）。 

8



 

   

２．業務の状況を示す指標 

（1）経営成績等の推移 

（単位：百万円、千株） 

 2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 

資   本   金         13,500 13,500 13,500 

発行済株式総数         40,000 40,000 40,000 

営  業  収  益         21,053 21,208 18,935 

（受入手数料） （10,857） （9,538） （9,850） 

((委託手数料)) ((6,644)) ((4,893)) ((4,581)) 

((引受け・売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の手数料)) 
((110)) ((395)) ((208)) 

((募集・売出し・特定投資家向け売付

け勧誘等の取扱手数料)) 
((2,035)) ((2,132)) ((3,039)) 

((その他の受入手数料)) ((2,066)) ((2,116)) ((2,021)) 

（トレーディング損益） （7,191) （8,915) （6,754) 

((株券等ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益)) ((5,351)) ((7,427)) ((5,440)) 

((債券等ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益)) ((1,848)) ((1,514)) ((1,275)) 

((その他のﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ損益)) ((△8)) ((△27)) ((39)) 

純 営 業 収 益          ※ 20,647 20,923 18,556 

経 常 利 益          5,322 5,715 4,028 

当 期 純 利 益          4,601 3,958 2,540 

※ 純営業収益＝営業収益－金融費用 

 

（2）有価証券引受・売買等の状況 

    

①有価証券の売買の状況 （デリバティブ取引を除く） 

イ．株券 

（単位：百万円） 

 2 0 1 8 年 3 月 期 2 0 1 9 年 3 月 期 2 0 2 0 年 3 月 期 

自  己 820,214 532,632 428,707 

委  託 5,469,950 4,458,951 3,821,099 

計 6,290,165 4,991,584 4,249,807 

 

 

ロ．債券 

（単位：百万円） 

 2 0 1 8 年 3 月 期 2 0 1 9 年 3 月 期 2 0 2 0 年 3 月 期 

自  己 147,408 115,462 129,704 

委  託 256 183 246 

計 147,664 115,646 129,950 
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ハ．受益証券 

（単位：百万円） 

 2 0 1 8 年 3 月 期 2 0 1 9 年 3 月 期 2 0 2 0 年 3 月 期 

自  己 1,506 868 634 

委  託 282,047 371,625 414,494 

計 283,553 372,494 415,128 

 

 

ニ．その他 

（単位：百万円） 

 2 0 1 8 年 3 月 期 2 0 1 9 年 3 月 期 2 0 2 0 年 3 月 期 

新株予約権証券 
自 己 3 － － 

受 託 26 9 14 

そ の 他 
自 己 19 － － 

受 託 8,901 2,594 5,120 

計 8,951 2,603 5,135 

 

 

②有価証券に関するデリバティブ取引の状況 

イ．市場デリバティブ取引 

（単位：百万円） 

 2 0 1 8 年 3 月 期 2 0 1 9 年 3 月 期 2 0 2 0 年 3 月 期 

株
券
に
係
る
取
引 

先物 
自 己 32,052 463 － 

受 託 1,166,341 805,621 850,497 

オプション 
自 己 4,219 － － 

受 託 2,288,132 1,432,355 1,367,154 

債
券
に
係
る
取
引 

先物 
自 己 43,235 35,062 17,176 

受 託 － － － 

オプション 
自 己 － － － 

受 託 － － － 

計 3,533,980 2,273,502 2,234,828 

 

 

ロ．店頭デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

 

ハ．外国市場デリバティブ取引 

該当事項はありません。 
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（3）有価証券の引受けおよび売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出しおよび私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

 

イ．株券 

        （単位：百万円） 

区        分 引 受 高 売 出 高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等 の 総 額 

募集の 

取扱高 

売 出 の 

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等の取扱高 

2018 年 3 月期 5,884 5,530 － － 61 － － 

2019 年 3 月期 13,241 14,593 － － － － － 

2020 年 3 月期 684 644 － － － － － 

 

ロ．債券 

（単位：百万円） 

区      分 引 受 高 売 出 高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等 の 総 額 

募 集 の 

取 扱 高 

売 出 の 

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資家向

け売付け勧誘

等 の 取 扱 高 

2

0

1

8

年

3

月

期 

国 債 －   2,197  － － 

地 方 債 27,692   20  － － 

特 殊 債 2,300 － － － － － － 

社 債 1,450 － － 950 － 980 － 

外 国 債 券 － 53,114 － － － － － 

合 計 31,442 53,114 － 3,167 － 980 － 

2

0

1

9

年

3

月

期 

国 債 －   6,389  － － 

地 方 債 28,342   40  － － 

特 殊 債 400 － － － － － － 

社 債 7,300 － － 6,700 － － － 

外 国 債 券 － 5,130 － － － － － 

合 計 36,042 5,130 － 13,129 － － － 

2

0

2

0

年

3

月

期 

国 債 －   3,541  － － 

地 方 債 35,152   20  － － 

特 殊 債 － － － － － － － 

社 債 15,200 － － 14,899 － － － 

外 国 債 券 － 5,199 － － － － － 

合 計 50,352 5,199 － 18,460 － － － 
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ハ．受益証券 

（単位：百万円） 

区            分 引 受 高 売 出 高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総 額 

募 集 の 

取 扱 高 

売 出 の 

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資家

向け売付け

勧 誘 等 の 

取 扱 高 

2

0

1

8

年

 

3

月

期 

株
式 

投
信 

単位型    － － － － 

追加型    78,850 － － － 

公

社

債 

投
信 

単位型    － － － － 

追加型    540,312 － － － 

外 国 投 信    386 － － － 

合 計    619,549 － － － 

2

0

1

9

年

 

3

月

期 

株
式 

投
信 

単位型    － － － － 

追加型    90,524 － － － 

公

社

債 

投
信 

単位型    － － － － 

追加型    397,897 － － － 

外 国 投 信    648 － － － 

合 計    489,070 － － － 

2

0

2

0

年

 

3

月

期 

株
式 

投
信 

単位型    － － － － 

追加型    104,250 － － － 

公

社

債 

投
信 

単位型    － － － － 

追加型    382,769 － － － 

外 国 投 信    228 － － － 

合 計    487,247 － － － 

 

ニ．その他（コマーシャル・ペーパー） 

該当事項はありません。 
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（4）その他業務の状況 

①有価証券に関連しない市場デリバティブ取引の状況 

（単位：百万円） 

 2 0 1 8 年 3 月期 2 0 1 9 年 3 月期 2 0 2 0 年 3 月期 

取引所外国為替 

証拠金取引           

自 己 － － － 

受 託 847,313 557,086 538,761 

計 847,313 557,086 538,761 

 

 

②有価証券に関連しない店頭デリバティブ取引の状況 

  該当事項はありません。 

 

 

③有価証券の貸借等の状況 

（単位：百万円） 

 2 0 1 8 年 3 月期 2 0 1 9 年 3 月期 2 0 2 0 年 3 月期 

株 券 

貸 借 70,623 97,348 45,456 

貸 借の媒介 － － － 

貸 借の代理 － － － 

債 券 

貸 借 － － － 

貸 借の媒介 － － － 

貸 借の代理 － － － 

 

 

④その他の商品の売買の状況 

該当事項はありません。 

 

 

（5）自己資本規制比率の状況 

 

（単位：百万円） 

 2018年 3月期 2019年 3月期 2020年 3月期 

自 己資本規 制比率 ( Ａ ／Ｂ ) 626.5% 716.3% 813.2% 

固定化されていない自己資本の額                                                                 

（ Ａ ） 
36,119 37,663 38,696 

リ ス ク 相 当 額 合 計 （ Ｂ ） 5,765 5,257 4,758 

 市場リスク相当額 234 243 235 

取引先リスク相当額 1,937 1,296 992 

基礎的リスク相当額 3,593 3,718 3,530 
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（6）使用人および登録外務員の総数 

 

区     分 2018年 3月期末 2019年 3月期末 2020年 3月期末 

使   用   人 810人  845人 852人 

（ う ち 外 務 員 ） （ 700人） （ 730人） （ 736人） 

（うち金融先物取引外務員） （ 23人） （ 24人） （ 26人） 
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Ⅲ 財産の状況 

１.経理の状況 

（1） 貸借対照表 

（単位：百万円） 

科 目 
前事業年度 当事業年度 

（2019年 3月 31日現在） （2020年 3月 31日現在） 

金 額 金 額 

（資産の部）     
 流 動 資 産               

 現 金 ・ 預 金  7,144  9,269 

 預 託 金  87,367  93,318 

 顧 客 分 別 金 信 託 87,000  93,000  

 顧 客 区 分 管 理 信 託 100  100  

 そ の 他 の 預 託 金 267  218  

 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品  1,950  2,528 

 商 品 有 価 証 券 等 1,949  2,503  

 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 1  24  

 約 定 見 返 勘 定  344  130 

 信 用 取 引 資 産  53,197  35,957 

 信 用 取 引 貸 付 金 50,383  33,045  

 信用取引借証券担保金 2,814  2,911  

 有 価 証 券 担 保 貸 付 金  2,197  595 

 借 入 有 価 証 券 担 保 金 2,197  595  

 立 替 金  1,053  526 

 短 期 差 入 保 証 金  9,932  9,398 

 未 収 収 益  1,447  1,150 

 そ の 他 の 流 動 資 産  671  222 

 貸 倒 引 当 金  △5  △3 

流 動 資 産 計  165,302  153,093 

 固 定 資 産               
 有 形 固 定 資 産  1,417  1,437 

 建 物 216  220  

 器 具 ・ 備 品 858  881  

 土 地 329  329  

 その他の有形固定資産 

 

資 産 

12  6  

 無 形 固 定 資 産  551  653 

 ソ フ ト ウ ェ ア 551  653  

 その他の無形固定資産 0  0  

 投 資 そ の 他 の 資 産  2,061  2,217 

 投 資 有 価 証 券 959  1,080  

 長 期 差 入 保 証 金 684  686  

 繰 延 税 金 資 産 380  338  

 そ の 他 の 投 資 等 305  272  

 貸 倒 引 当 金 △267  △160  

固 定 資 産 計  4,031  4,308 

資 産 合 計  169,333  157,401 
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（単位：百万円） 

科 目 

前事業年度 当事業年度 

（2019年 3月 31日現在） （2020年 3月 31日現在） 

金 額 金 額 

（負債の部）     

 流 動 負 債               

 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品  351  179 

 商 品 有 価 証 券 等 346  176  

 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 5  3  

 信 用 取 引 負 債  17,770  13,053 

 信 用 取 引 借 入 金 7,149  5,747  

 信用取引貸証券受入金 10,621  7,306  

 有 価 証 券 担 保 借 入 金  16,043  3,770 

 有価証券貸借取引受入金 16,043  3,770  

 預 り 金  38,145  44,275 

 受 入 保 証 金  42,389  41,760 

 短 期 借 入 金  4,100  4,000 

 １年内償還予定の社債  －  2,000 

 未 払 法 人 税 等  1,343  408 

 賞 与 引 当 金  853  650 

 そ の 他 の 流 動 負 債  949  1,029 

 流 動 負 債 計  121,946  111,127 

 固 定 負 債               

 社 債  4,000  2,000 

  資 産 除 去 債 務  360  366 

  そ の 他 の 固 定 負 債  6  1 

 固 定 負 債 計  4,366  2,367 

 特 別 法 上 の 準 備 金               

 金融商品取引責任準備金  475  474 

特 別 法 上 の 準 備 金 計  475  474 

負 債 合 計  126,789  113,969 
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（単位：百万円） 

科 目 

前事業年度 当事業年度 

（2019年 3月 31日現在） （2020年 3月 31日現在） 

金 額 金 額 

金 額 （純資産の部）     

 株 主 資 本               

 資 本 金                               13,500  13,500 

 資 本 剰 余 金             13,371  13,371 

 利 益 剰 余 金                

  利 益 準 備 金          1,645  1,813  

  その他利益剰余金              

  繰 越 利 益 剰 余 金          13,783  14,475  

    利 益 剰 余 金 合 計             15,429  16,289 

     株 主 資 本 合 計             42,301  43,161 

 評 価 ･ 換 算 差 額 等               

 その他有価証券評価差額

金 

 

 243  270 

      評価･換算差額等合計             243  270 

純 資 産 合 計  42,544  43,431 

負 債 ・ 純 資 産 合 計  169,333  157,401 
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（2）損益計算書 

（単位：百万円） 

科 目 

前事業年度 当事業年度 

自 2018年 4月 1日 自 2019年 4月 1日 

至 2019年 3月 31日 至 2020年 3月 31日 

金 額 金 額 

 営 業 収 益               

 受 入 手 数 料  9,538  9,850 

  委 託 手 数 料 4,893  4,581  

  引受け・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の手数料 
395  208  

  募集・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の取扱手数

料 

2,132  3,039  

  そ の 他 の 受 入 手 数 料 2,116  2,021  

 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  8,915  6,754 

 金 融 収 益  2,739  2,315 

 そ の 他 の 営 業 収 益  15  15 

 営 業 収 益 計  21,208  18,935 

  金 融 費 用  285  379 

 純 営 業 収 益  20,923  18,556 

販売費・一般管理費               

 取 引 関 係 費 2,374  2,293  

 人 件 費 7,688  7,145  

 不 動 産 関 係 費 1,383  1,425  

 事 務 費 2,581  2,506  

 減 価 償 却 費 693  732  

 租 税 公 課 357  323  

 そ の 他 268  270  

 販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 計  15,347  14,697 

営 業 利 益  5,575  3,858 

 営 業 外 収 益            178  179 

 営 業 外 費 用            38  9 

経 常 利 益  5,715  4,028 

 特 別 利 益               

 金融商品取引責任準備金戻入 1  0  

 特   別   利   益   計  1  0 

 特 別 損 失               

 減 損 損 失 －  41  

 シ ス テ ム 移 行 に 伴 う 費 用 －  347  

 特   別   損   失   計  －  389 

税 引 前 当 期 純 利 益  5,716  3,640 

法 人 税 、 住 民 税 及び事 業 税  1,565  1,078 

法 人 税 等 調 整 額  192  21 

当 期 純 利 益  3,958  2,540 
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（3） 株主資本等変動計算書 

① 前事業年度（自 2018年 4月 1日 至 2019年 3月 31日） 

                                                                     (単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

株主剰余金 利益剰余金 
 

 

その他 

資 本 

剰余金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利

益剰余金 利 益 

剰 余 金 

合 計 

株主資本 

合  計 

繰越利益 

剰 余 金 

 

当期首残高 13,500 13,371 13,371 1,477 11,673 13,151 40,022 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当 － － － 168 △1,848 △1,680 △1,680 

当期純利益 － － － － 3,958 3,958 3,958 

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額(純額) 

－ － － － － － － 

事業年度中の変動額 

合       計 
－ － － 168 2,110 2,278 2,278 

当期末残高 13,500 13,371 13,371 1,645 13,783 15,429 42,301 

 

                                   (単位：百万円) 

 

評価･換算差額等 

純資産合計 そ の 他      

有 価 証 券      

評価差額金 

評価･換算      

差額等合計 

当期首残高 329 329 40,352 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △1,680 

当期純利益 － － 3,958 

株主資本以外の項目 

の事業年度中の変動 

額(純額) 

△86 △86 △86 

事業年度中の変動額合計 △86 △86 2,192 

当期末残高 243 243 42,544 
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② 当事業年度（自 2019年 4月 1日 至 2020年 3月 31日） 

                                                                      (単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

株主剰余金 利益剰余金  

その他 

資 本 

剰余金 

資 本 

剰余金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利

益剰余金 利 益 

剰 余 金 

合 計 

株主資本 

合  計 

繰越利益 

剰 余 金 

 

当期首残高 13,500 13,371 13,371 1,645 13,783 15,429 42,301 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当 － － － 168 △1,848 △1,680 △1,680 

当期純利益 － － － － 2,540 2,540 2,540 

株主資本以外の項目 

の事業年度中の変動

額(純額) 

－ － － － － － － 

事業年度中の変動額 

合       計 
－ － － 168 692 860 860 

当期末残高 13,500 13,371 13,371 1,813 14,475 16,289 43,161 

 

                                        (単位：百万円) 

 

評価･換算差額等 

純資産合計 そ の 他      

有 価 証 券      

評価差額金 

評価･換算      

差額等合計 

当期首残高 243 243 42,544 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △1,680 

当期純利益 － － 2,540 

株主資本以外の項目 

の事業年度中の変動 

額(純額) 

26 26 26 

事業年度中の変動額合計 26 26 886 

当期末残高 270 270 43,431 
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【財務諸表の作成方法について】 

 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963 年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第 2条の規定に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（2007年内閣府令第 52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」

（1974年 11月 14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 

 

【重要な会計方針】 

 

１．有価証券等の評価基準および評価方法 

 （1）トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準および評価方法 

 トレーディング商品に属する有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準および評価

方法については、時価法を採用しております。 

 

 （2）トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準および評価方法 

①その他有価証券 

       ア．時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

       イ．時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業有限責任組合等への出

資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を

基礎とし、組合決算の持分相当額を純額方式により当事業年度の損益として計上する

こととしております。また、組合等がその他有価証券を保有している場合で当該有価

証券に評価差額がある場合には、評価差額に対する持分相当額をその他有価証券評価

差額金に計上することとしております。 

 

② デリバティブ取引 

    時価法によっております。 

 

   

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リ－ス資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 6年～47年 

器 具 ・ 備 品 5年～15年 

 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における見

込利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

 

(3)リ－ス資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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３．引当金および特別法上の準備金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、当社所定の計算方法による支払見込額を計上

しております。 

 

(3)退職給付引当金 

退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

(4)金融商品取引責任準備金 

証券事故および金融先物事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第 46 条の 5

の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 175条第 1項に定めるところに

より算出した金額を計上しております。 

 

 

４．消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

５．繰延資産の処理方法 

社債発行費につきましては、支出時に全額費用として処理しております。 

 

 

 

【表示方法の変更】 

当事業年度において、より適切な表示の観点から改めて表示方法を検討した結果、「受入保証

金」に含めて表示しておりました貸株代り金残高を「有価証券担保借入金（有価証券貸借取引

受入金）」に含める表示に変更しております。 
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【貸借対照表関係】 

 （2019年 3月期）  （2020年 3月期） 

有形固定資産の減価償却累計額 2,084百万円  2,425百万円 

    

１.株主資本等関係 

（1）前事業年度（自 2018年 4月 1日 至 2019年 3月 31日） 

①発行済株式に関する事項 

株式の種類 2018年 3月期 増加 減少 2019年 3月期 

普通株式（株） 40,000,000 － － 40,000,000 

 

② 自己株式に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

③ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

③ 配当に関する事項 

イ.配当金支払額 

決議日 
株式の 

種類 

配当の 

原資 
配当金の総額 

1株当り

の 

配当額 

基準日 効力発生日 

2018年 5月 21日 

 取 締 役 会 
普通株式 

利益 

剰余金 
1,200百万円 30円 

2018年 3月 

31日 

2018年 6月 

7日 

2018年 10月 26日 

 取 締 役 会 
普通株式 

利益 

剰余金 
 480百万円 12円 

2018年 9月 

30日 

2018年 11月

27日 

 

ロ.基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議予定日 
株式の 

種類 

配当の 

原資 
配当金の総額 

1株当り

の 

配当額 

基準日 効力発生日 

2019年 5月 24日 

 取 締 役 会 
普通株式 

利益 

剰余金 
1,200百万円 30円 

2019年 3月 

31日 

2019年 6月 

5日 
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（2）当事業年度（自 2019年 4月 1日 至 2020年 3月 31日） 

①発行済株式に関する事項 

株式の種類 2019年 3月期 増加 減少 2020年 3月期 

普通株式（株） 40,000,000 － － 40,000,000 

 

②自己株式に関する事項 

     該当事項はありません。 

 

③新株予約権等に関する事項 

     該当事項はありません。 

 

④配当に関する事項 

イ.配当金支払額 

決議日 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の 

総額 

1株当り

の 

配当額 

基準日 効力発生日 

2019年 5 月 24日 

 取 締 役 会 
普通株式 

利益 

剰余金 
1,200百万円 30円 

2019年 3月 

31日 

2019年 6月 

5日 

2019年 10 月 25日 

 取 締 役 会 
普通株式 

利益 

剰余金 
480百万円 12円 

2019年 9月 

30日 

2019年 11月

25日 

    

ロ.基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議予定日 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の 

総額 

1株当り

の 

配当額 

基準日 効力発生日 

2020年 5 月 22日 

 取 締 役 会 
普通株式 

利益 

剰余金 
1,200百万円 30円 

2020年 3月 

31日 

2020年 6月 

4日 
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２.借入金の主な借入先および借入金額 

（1）短期借入金 

（単位：百万円） 

 

３.保有有価証券の状況（トレーディングに係るもの以外） 

（1）満期保有目的債券の時価等 

 該当事項はありません 

 

（2）その他有価証券の時価等 

（単位：百万円） 

 

（3）時価評価されていない主な有価証券(上記を除く)の内容および貸借対照表計上額 

                            （単位：百万円） 

 

 

（4）当期中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

 

（5）トレーディング以外のデリバティブ取引の状況 

  該当事項はありません。 

 

４.財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

 前事業年度（2018年 4月 1日から 2019年 3月 31日）および当事業年度（2019年 4月 1日

から 2020年 3月 31日まで）の財務諸表については、会社法第 436条第 2項第 1号の規定に

基づき、ＰｗＣ京都監査法人の監査を受けております。 

 

種類及び借入先 2019年 3月期 2020年 3月期 

金 融 機 関 借 入 金   

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,000 2,000 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,000 1,000 

三井住友信託銀行株式会社 300 300 

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 200 200 

株 式 会 社 京 都 銀 行 100 100 

株 式 会 社 南 都 銀 行 100 100 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100 100 

株 式 会 社 十 六 銀 行 100 100 

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 100 100 

株 式 会 社 山 口 銀 行 100 － 

合            計 4,100 4,000 

種  類 

前事業年度 

(2019年 3月 31日現在) 

当事業年度 

(2020年 3月 31日現在) 

取得原価 
貸借対照表

計上額 
差額 取得原価 

貸借対照表

計上額 
差額 

株          式 347 673 326 347 717 370 

種  類 

前事業年度 

 (2019年 3月 31日現在) 

当事業年度 

 (2020年 3月 31日現在) 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

投 資 事 業 有 限 責 任 

組 合 へ の 出 資 金 
285  362  
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Ⅳ 管理の状況 

 

１．内部管理の状況の概要 

(1)体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)内部管理に係る各組織等の役割 

①コンプライアンス会議 

イ．コンプライアンスに関する制度・ルールの策定等の審議 

ロ．コンプライアンスに関する重要な事項の審議 

 

②コンプライアンス本部 

・内部管理部 

イ．コンプライアンスの施策に係る企画、立案、推進及び調整に関する事項 

ロ．コンプライアンスに関する官庁等の総括窓口に関する事項 

ハ．業務に係る法適合性の精査に関する事項 

ニ．顧客取引に係る事故及び紛争の処理に関する事項 

ホ．コンプライアンスに係る教育研修に関する事項 

ヘ．お客様登録の管理及びお客様口座の管理に関する事項 

ト．お客様の残高照合に関する事項 

チ．お客様に提供する商品、取引形態及びサービス等に関する法適合性及び妥当性の審査に関す

る事項 

リ．内部管理等に係る官庁等への届出等に関する事項 

ヌ．内部管理の徹底及び法令、規則等の遵守ならびに管理責任者への指導及び助言に関する事項 

ル．反社会的勢力への対応の施策の立案及び管理に関する事項 

ヲ．マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策に関する事項 
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ワ．公的機関等の発出文書の受付及び検討ならびに関係部署への連絡・指示・調整に関する事項 

カ．前号に基づく公的機関等への届出書類の管理・保存に関する事項 

ヨ．広告等の審査に関する事項 

タ．広告等の審査に係る管理・指導に関する事項 

レ．コンプライアンス本部長の事務局業務に関する事項 

ソ．お客様からの問合せ・苦情・相談に関する事項 

ツ．お客様取引及び投資勧誘に係る法適合性の精査に関する事項 

ネ．お客様担当営業社員の法令・規則等の遵守の指導及びチェックに関する事項 

ナ．個人及び法人のお客様の審査に関する事項 

ラ．個人及び法人のお客様の取引状況の管理に関する事項 

ム．有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、海外証券先物取引

等、信用取引及び選択権付債券売買取引の証拠金・保証金、限度額、期日等の管理に関する

事項 

ウ．内部管理の徹底及び法令・規則等の遵守並びに管理責任者への指導及び助言に関する事項 

 

・検査部 

イ．社内検査規程に定める検査対象部店等に対する社内検査に関する事項 

 

・売買審査部 

イ．売買取引の監視・調査及びルール遵守徹底の指導に関する事項 

ロ．内部者情報及び内部者取引の管理並びに指導に関する事項 

ハ．売買状況に係る官庁等への報告に関する事項 

 

・リスク管理室 

イ．全社的リスクの総合管理に関する事項 

ロ．総合リスク管理の企画・業務の総合調整に関する事項 

ハ．総合リスク管理にかかる指導及び助言に関する事項 

ニ．情報全般の管理に関する事項 

ホ．お客様及び金融商品取引業者のクレジット審査及び与信管理に関する事項 

 

・引受審査室 

イ．引受の審査に関する事項 

ロ．未公開企業の有価証券取得に係る企業審査に関する事項 

 

(3)内部管理に係る各責任者の役割と責任 

①内部管理統括責任者 

イ．役職員に対し、法令諸規則等を遵守する営業姿勢の徹底 

ロ．投資勧誘等の営業活動、顧客管理が適正に行われるよう、内部管理体制の整備 

ハ．営業責任者、内部管理責任者の指導、監督 

ニ．法令諸規則等に違反する事案に対する適正な処分 

ホ．行政官庁、証券業協会等との適切な連絡、調整 

ヘ．投資勧誘等の営業活動、顧客管理に関する重大な事案が生じた場合の、取締役会長への報告 

 

②内部管理統括補助責任者 

イ．内部管理統括責任者の職務を分担、その遂行状況の報告 

 

③営業責任者 

イ．所属役職員に対し、法令諸規則等を遵守する営業姿勢を徹底 

ロ．所属役職員に対し、投資勧誘等の営業活動、顧客管理が適正に行われるよう指導、監督 

ハ．投資勧誘等の営業活動、顧客管理に関する重大な事案が生じた場合の内部管理統括責任者への 

報告 
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④内部管理責任者 

イ.所属役職員の投資勧誘等の営業活動が法令諸規則等に準拠し、適正に行われているか監査、 

指導 

ロ．投資勧誘等の営業活動、顧客管理に関する重大な事案が生じた場合の内部管理統括責任者へ

の報告 

 

(4)コンプライアンス・ホットライン制度 

コンプライアンス・ホットラインは、役職員の法令諸規則、社内規程違反行為、疑わしい行為に

関する情報の通報及びその他の法令違反に係る相談等を専用窓口へ直接行える制度です。 

本制度は、通報窓口を社外の法律事務所へ設けることで、通報者の保護を徹底し、躊躇なく通報

できる体制を確立することにより、社内の自浄作用・相互牽制機能が働き易い環境を整え、法令諸

規則に違反する行為や証券事故等の早期発見及び未然防止を図るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)お客様からのご相談及び苦情窓口 

弊社「お客様相談室」におきまして、対応いたしております。 

またご意見、ご要望につきましても、同様に対応いたしております。 

お客様からのご相談、苦情及びご意見・ご要望がございましたら、以下の連絡先にお問合せくだ

さい。 

 【お問合せの窓口】  

 お客様相談室 電話番号 ０１２０－４０５－５４６ 

         受付時間 平日午前 9時～午後 5時 

         （なお、年末年始・土日祝祭日を除く） 
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２．内部監査体制及び役割 

・内部監査部 

(1)会社業務全般に対する内部監査に関する事項 

(2)グループ会社の業務全般に対する内部監査に関する事項 

(3)内部統制にかかる体制の整備に関する事項 

(4)財務報告にかかる適正性の確保に関する事項 

 

 

３．分別管理等の状況 

（1）金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

①顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項    目 2019年 3月 31日現在の金額 2020年 3月 31日現在の金額 

直近差替計算基準日の 

顧 客 分 別 金 必 要 額 
69,040 69,465 

期 末 日 現 在 の 

顧 客 分 別 金 信 託 額 
87,000 93,000 

期 末 日 現 在 の 

顧 客 分 別 金 必 要 額 
65,895 69,192 

  

②有価証券の分別管理の状況 

イ.保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2019年 3月 31日現在 2020年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株    券 株数 814,041千株 34,155千株 794,614 千株 34,967千株 

債    券 額面金額 101,339百万円 79,233百万円 101,095 百万円 51,501百万円 

受益証券 口数 458,381百万口 2,372百万口 446,153 百万口 2,185百万口 

その他 金額 226百万円  390 百万円  

※その他の内訳は、ＥＴＮ信託受益証券及びＪＤＲ形式で上場の外国ＥＴＦ信託受益証券であります。 
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ロ.受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2019年 3月 31日現在 2020年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株    券 株数 135,659千株 927千株 129,026 千株 1,374千株 

債    券 額面金額 85百万円  17百万円  

受益証券 口数 8,957百万口  7,406百万口  

その他 口数 272百万口  179 百万口  

（注）受入保証金代用有価証券のうち、顧客分別金の計算対象とされる第三者への再担保差入を行って

いるものはありません。 

 

 

ハ.管理の状況 

（国内有価証券の部） 

管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

自    社 

 

日 本 

単純管理 

株  券 15,954 千株 

債  券 － 百万円 

受益証券 0 百万口 

そ の 他 －  

混蔵管理 

株  券 59 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

自社口座管理 

 

日 本 

振替決済 

株  券 907,627 千株 

債  券 79,226 百万円 

受益証券 453,560 百万口 

その他 570 百万円 

日本銀行 

 

日 本 

振替決済 

株  券 －  

債  券 21,886 百万円 

受益証券 －  

その他 －  
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（外国有価証券の部） 

管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

自    社 

 

日 本 

単純管理 

株  券 －  

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

混蔵管理 

株  券 596 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

証券保管振替機構 

 

日 本 

混蔵管理 

株  券 4,657 千株 

債  券 －  

受益証券 0 百万口 

そ の 他 －  

クリアストリーム 

 

ルクセンブルグ 

混蔵管理 

株  券 889 千株 

債  券 

25,176 百万円 

1,050,370 千ﾄﾙｺﾘﾗ 

1 千ﾎﾟﾝﾄﾞ 

215 千加ﾄﾞﾙ 

465,130 千ﾒｷｼｺﾍﾟｿ 

11,358 千米ﾄﾞﾙ 

310 千ﾚｱﾙ 

788,000 千ﾛｼｱﾙｰﾌﾞﾙ 

49,700 千ﾗﾝﾄﾞ 

14,028 千豪ﾄﾞﾙ 

11,877 千NZﾄﾞﾙ 

220 千ﾕｰﾛ 

1,285,300 千ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 

受益証券 －  

そ の 他 －  
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管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

三菱UFJｲﾝﾍﾞｽﾀｰｻｰﾋﾞｽ 

 

ルクセンブルグ 

混蔵管理 

株  券 7,222 千株 

債  券 5,496 千米ﾄﾞﾙ 

受益証券 －  

そ の 他 －  

申萬宏源証券 

 

中 国 

混蔵管理 

株  券 675 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

大和証券ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏｰｹｯﾂ 

 

中 国 

混蔵管理 

株  券 7,512 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ･ﾁｬｰﾀｰﾄﾞ銀行 

 

ベトナム 

混蔵管理 

株  券 14,786 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ･ﾁｬｰﾀｰﾄﾞ銀行 

 

マレーシア 

混蔵管理 

株  券 3 千株 

債  券 －  

受益証券 －  

そ の 他 －  

受託銀行 

 

ルクセンブルグ 

混蔵管理 

株  券 －  

債  券 －  

受益証券 1,058 百万口 

そ の 他 －  

受託銀行 

 

シンガポール 

混蔵管理 

株  券 －  

債  券 －  

受益証券 1,127 百万口 

そ の 他 －  

 

③対象有価証券店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

    該当事項はありません。 
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（2）金融商品取引法第 43条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

（3）金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理の状況 

  ① 法第 43条の 3第 1項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円） 

 管理の方法 2019年3月31日現在 2020年3月31日現在 内   訳 

金 

銭 

特定金銭信託 100  100  日証金信託銀行株式会社 

媒介等相手方へ 

の預託 
8,120  7,948  株式会社東京金融取引所 

有
価
証
券
等 

     －      －      －  

     －      －      －  

 

    ② 法第 43条の 3第 2項の規定に基づく区分管理の状況 

      該当事項はありません。 
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Ⅴ 連結子会社等の状況 

 

１．当社及びその子会社等の集団 

当社グループは、当社、持株会社の親会社である岩井コスモホールディングス株式会社及び岩

井コスモビジネスサービス株式会社から構成されており、主として、金融商品取引業を中心とし

た事業活動を営んでおります。 

具体的な事業としては、有価証券の売買等及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売

出し等の金融商品取引業及び金融商品取引業に関連又は付随する事業、その他関連ビジネスを行

い、顧客に対して幅広いサービスを提供しております。 

 

（2020年 7月 1日現在） 

当社グループの事業系統図 

金融商品取引業及びそれに付随する業務等

証券等バックオフィス事業

岩井コスモホールディングス株式会社

岩井コスモ証券株式会社

岩井コスモビジネスサービス株式会社  

 

２．連結子会社の商号、所在地、資本金の額、事業の内容等 

     該当事項はありません。 

 

 

以 上 
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業務及び財産の状況に関する説明書 

【2020 年 3 月期】 

 

2020 年 8 月 

岩井コスモ証券株式会社 総務部 

大阪府大阪市中央区今橋一丁目 8 番 12 号 

電話：（06）6229－2900 

https://www.iwaicosmo.co.jp/ 




